
 
 

 

令和８年度専門研修プログラムについて 

 

１ 2026年度シーリングに関する意見 

(1) 日本専門医機構が提示した2026年度専攻医シーリング案の、都道府県内の医師 

確保対策や偏在対策に資するものになっていること 

 

 【意見案】  

① 専攻医募集定員に係るシーリングについては、見直し後も、激変緩和

措置により大都市部の募集定員固定化が懸念されることから、医師の偏在

是正を図るため、将来の医療需要を踏まえ、各都道府県・各診療科の必要

な医師養成数を定めた上で、厳格に実施すること。 

 

② シーリング枠内で実施する案が示された「特別地域連携プログラム」

については、研修プログラム基幹施設が連携先を検討、設定しやすい環境

を整備するとともに、地域偏在是正の実効性を検証しながら引き続き必要

な改善を行うこと。 

   また、特別地域連携プログラムの連携先施設に新しく認められるため

の要件として2024年度に日本専門医機構が提案した、同一都道府県内の医

師多数区域にある研修施設（医師少数区域の病院に医師を１年以上派遣）

などを加えることは、地域偏在の助長につながりかねないため、要件の拡

大は行わないこと。 

 

（シーリングについて） 

  専門研修におけるシーリングは、専攻医募集の際に、医師多数地域である大都市

圏への集中や診療科間の偏在を防ぐため、募集上限を設けるものである。 

シーリングの効果により、医師多数の大都市圏の医師数が減少し、その周辺県で

増加している傾向もあるが、必ずしも全ての医師少数県で専攻医数の増加には至っ

ていない状況である。 
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資料１－１ 



 
 

 

  2025年度から変更のあった2026年度シーリング案については、以下のとおり 

通常プログラム ・ これまでの「当該都道府県別診療科の平均採用数及び必要

養成数」ベースの算出から、「当該診療科の全国専攻医採用

数及び都道府県人口を加味すること」を基本とした算出とす

る。 

・ 連携プログラムの連携先での研修を含め、地域における専

門研修の質の向上を図る観点から、例えば、大学病院等の基

幹病院から指導医を地域に派遣した実績を有する場合につ

いて、定員数への反映を行う。 

連携プログラム ・ 令和７(2025)年度採用までの状況からの激変を緩和する観

点で、直近の過去３年間の平均採用数を満たすまで連携プロ

グラムの定員数の設定を許容する考え方は、維持する。 

・ 各プログラムの採用数の比については、激変を緩和する観

点から、令和７(2025)年度のものを維持する。 

・ 特別地域連携プログラムをシーリング内に設置する。 

その他 ・ シーリング数が全国採用数の一定割合に満たない場合の配

慮を引き続き実施する。 

 

（参考：日本専門医機構作成 令和６年度の専攻医採用と令和７年度の専攻医募集について） 



 
 

 

（考え方） 

① 新専門医制度では、医師の地域偏在と診療科偏在は制度内で配慮されるべき 

との考え方からシーリングが実施されているが、激変緩和措置として大都市部

の募集定員が過去の採用実績に基づき固定化されているため、シーリングの厳

格な運用を求めるものである。 

 

② 医師不足がより顕著な都道府県への研修強化による医師不足解消のため、 

2023年度から導入された「特別地域連携プログラム」は、募集定員のシーリン

グ枠外への上乗せ措置であったことから、シーリング枠内での実施を本県とし

ても求めてきたところ。2026年度の案は、シーリング枠内での実施の案が示さ

れているが、同プログラムの連携先自治体は、首都圏近郊及び東北の自治体が

多数を占め、地域偏在是正の効果も限定的であることから連携先が大都市病院

と関係構築・連携がとりやすい大都市近郊病院に集中することなく、「地域偏

在是正」の実効性を高められるよう、大都市病院と医師少数県との仲介等必要

な支援を求めるものである。 

 

  なお、本意見は、「地域医療を担う医師の確保を目指す知事の会」による国への

提言内容を踏まえたものであり、本県にとっても、専攻医確保のために重要な意見

だと考える。 

  

（参考） 

    ○ 地域医療を担う医師の確保を目指す知事の会 

   医師不足地域においては、医師の確保に向けて様々な活動を推進しているが、 

都道府県レベルの取り組みだけでは限界があるため、青森、福島、新潟、長野、 

 静岡、岩手の６県知事が発起人になり令和２年１月に設立。 

     医師不足や医師偏在の根本的な解消に向けた施策に関する国への提言や、医療 

関係者や行政関係者への理解促進、国民の機運醸成のための情報発信等に取り組む。 

 

   構成県：栃木県、宮崎県、長野県、群馬県、静岡県、山形県、秋田県、 

       茨城県、福島県、新潟県、青森県、岩手県 

       ※医師偏在指標の高い順。 は、発起人。 

 



 
 

２ 新規プログラムに関する意見 

 (1) 若草病院 精神科専門研修プログラム 

  (2) 整形外科押領司病院 整形外科専門研修プログラム 

 

 【意見案】  

  意見なし。 

 

 

（考え方） 

 新たなプログラムの設置は、県内の医師確保の推進に資するとともに、プログラム

内容も十分な指導体制が確保されていることから意見なしとする。なお、プログラム

の概要については、資料１－３のとおり。 

 

３ 個別のプログラムに関する意見 

 (1) 医師確保対策又は偏在対策に関する意見 

○プログラムの連携施設の設定、ローテーション及び採用人数が都道府県の偏在 

対策に配慮されたものであること。 

 

 【意見案】  

 県内個別の専門研修プログラムに対する意見はない。 

但し、令和８年度募集から専門研修指導医の派遣が通常募集プログラムの加

算分として取り扱う案が示されているが、地域偏在是正に繋がるよう、都市部

から地方へ指導医が派遣される実効性のある仕組みとすること。 

 

 

 （考え方） 

   医師少数県では、指導医自体が不足しており、専門研修プログラムの連携施設

として指導体制を整えることができない等の課題がある。例年、「都市部から地

方へ指導医を派遣する仕組みを創設すること」を意見として回答しており、仕組

みが提案されたが、指導医不足の解消及び医師少数区域における連携施設の増加

に繋げるため、上記の意見案とするものである。 

 



 
 

 (2) 地域枠の従事要件に配慮した研修プログラムであることに関する意見 

○特定の地域や診療科において従事する医師を確保する観点から、地域枠等の従事 

要件に配慮された研修プログラムであること。 

 

 【意見案】  

  意見なし。 

 

  

（考え方） 

本県の専門研修プログラムは、各診療科において県内各医療圏の主要な病院から

診療所まで連携施設等となっており、医師としてキャリア形成を図りつつ、従事要

件を満たすことが可能となっている。（参考資料１のとおり） 

また、医師修学資金の返還免除要件も、各研修プログラムの基幹施設及び連携施

設等において定められた期間、勤務することとなっており、専門研修と従事要件と

の整合性が図られている。 

 なお、令和２年度以降の地域枠入学者については、「宮崎県キャリア形成プログ

ラム」の履行を従事要件としているが、同プログラムも専門研修と連動しており、

整合性が図られているため、「意見なし」とする。 

 

【本県の地域枠とその従事要件】 

 ○宮崎大学医学部地域枠（～R3） 

卒後、県内で臨床研修を受け、修了後も引き続き宮崎の医療に従事すること。 

 ○宮崎大学医学部地域枠（R4～）・地域特別枠・長崎大学医学部宮崎県枠 

入学後、医師修学資金の貸与を受け、卒後、県内で臨床研修を受け、修了後も

引き続き宮崎の医療に従事すること。 

※いずれも令和２年度入学者より「宮崎県キャリア形成プログラム」の適用 

を受けることを従事要件に追加。 

    ※医師修学資金は、一定期間（H30以前貸与者：６年、R元以降貸与者：９年）、

県内の医療機関（公的医療機関、専門研修施設等）で勤務することで返還を

免除。 



 
 

４ 各診療領域のプログラムに共通する意見 

 (1) 医師確保対策又は偏在対策に関する意見 

○内科、小児科、精神科、外科、整形外科、産婦人科及び麻酔科については、 

都道府県ごとに複数の基幹施設が置かれていること。 

 

 【意見案】  

  意見なし。 

 

 

 （考え方） 

    上記の領域全てにおいて複数の基幹施設が置かれており、県内において十分な

指導体制の整った専門研修プログラムを選択できる環境が整っている。 

 

（参考：複数の基幹施設が設置されるべき診療科における県内の基幹施設） 

・内科・・・・宮大附属、県立宮崎、県立延岡、古賀総合、宮崎市郡 

・小児科・・・宮大附属、県立宮崎 

・精神科・・・宮大附属、県立宮崎、吉田 

・外科・・・・宮大附属、県立宮崎 

・整形外科・・宮大附属、県立宮崎、野崎東 

・産婦人科・・宮大附属、県立延岡 

・麻酔科・・・宮大附属、県立宮崎 

 

 (2) 定員配置等に関する意見 

○診療科別の定員配置が都道府県内の医師確保対策や偏在対策に資するものとなっ

ていること。 

 

 【意見案】  

  意見なし。 

 

 

 （考え方） 

    ほぼ全ての診療科の専門研修プログラムにおいて、医師多数区域外の二次医療

圏の医療機関が連携施設等として設定されている。 



2026(令和８)年度の専攻医募集（案）
について

日本専門医機構

1

宮崎県地域医療対策協議会
　　令和７年８月28日

　　資料１－２ 



○ 令和８年度については、今後に向けた運用上の課題の把握等も念頭にしながら、基本的には、令和７年１
月30日医道審議会医師分科会医師専門研修部会において厚生労働省より示された案を踏まえた方針とす
る。

○ 令和７年度のシーリングからの具体的な変更点等は、以下のとおり。

方針（案）

2026年度専攻医募集におけるシーリングについて

2

・ これまでの「当該都道府県別診療科の平均採用数及び必要養成数」ベースの算出から、
「当該診療科の全国専攻医採用数及び都道府県人口を加味すること」を基本とした算出とす
る。
・ 連携プログラムの連携先での研修を含め、地域における専門研修の質の向上を図る観点か
ら、例えば、大学病院等の基幹病院から指導医を地域に派遣した実績を有する場合につい
ては、以下のような観点で定員数への反映を行う。
・ 指導医の派遣に係る実績に応じて、通常プログラムの定員数を増加する。
・ 指導医不足がより顕著な地域への指導医の派遣については、更なる評価を行う。
・ こうした評価に当たっては、連携プログラムの定員数とのバランスの確保やシーリング制
度の趣旨等の観点で、一定の上限を設ける。

通常プログラム

・ 令和７(2025)年度採用までの状況からの激変を緩和する観点で、直近の過去３年間の平均
採用数を満たすまで連携プログラムの定員数の設定を許容する考え方は、維持する。
・ 各プログラムの採用数の比については、激変を緩和する観点から、 令和７(2025)年度のも
のを維持する。
・ 特別地域連携プログラムをシーリング内に設置する。

連携プログラム

・ シーリング数が全国採用数の一定割合に満たない場合の配慮を引き続き実施する。その他



【令和８年度募集】シーリングの設定方法について①

シーリング対象とする都道府県診療科の選定２．
「平成30年(2018年)の医師数」≧「平成30年(2018年)の必要医師数」

かつ「平成30年(2018年)の医師数」≧「令和６年(2024年)の必要医師数」を満たす都道府県診療科。
※過去３年間（令和５-７年度）の採用数の平均が５人以下の場合は、シーリング対象外とする。
※令和８年度(2026年度)については、「令和４年(2022年)の医師数」＜「令和６年(2024年)の必要医師数」を満たす場合はシーリン
グ対象外とする。

※「医師数」は、いずれも性年齢構成を反映した仕事量に換算した人数。

シーリング対象の診療科 ※変更なし１．
内科、小児科、皮膚科、精神科、整形外科、眼科、耳鼻咽
喉科、泌尿器科、脳神経外科、放射線科、麻酔科、形成外
科、リハビリテーション科の13診療科

例外としてシーリングの対象外とする診療科は、
外科・産婦人科１)、病理・臨床検査２)、救急・総合診療科３)
の６診療科
１)平成6年度と比較して平成28年度の医師数自体が減少しているなどの理由
２)専攻医が著しく少数である等の理由
３)今後の役割についてさらなる議論が必要とされている等の理由

通常プログラム数の設定３．
（１）通常プログラムの基本数：
当該診療科の過去３年間の全国専攻医採用数の平均×（都道府県の人口/全国の総人口）
※小児科については、（都道府県の15歳未満人口/全国の15歳未満総人口）とする。

（２）通常プログラムの加算数：
（１）の数が、過去３年間の平均採用数に達していない場合、「過去３年間の平均採用数に達しない範囲」かつ

「通常プログラム基本数の1５％までの範囲」で、通常プログラムの加算を可能とする。
※（１）においては、直近の過去3年間平均採用数を超えて設定することを許容。一方で、（２）は過去３年間平均採用数に満たな
い範囲で加算することとする。

3（次ページに続く）



【令和８年度募集】シーリングの設定方法について②

連携プログラムの設置４．
（３）連携プログラムの設置数
３．による通常プログラム数が、過去３年間の平均採用数に満たない場合、過去３年間の平均採用数に達しない範

囲で、連携プログラムの設置を可能とする。
ただし、当該年度の通常プログラムにおける地域貢献率（※）が原則20％以上であることを連携プログラムの設

定のための必須条件とする。
Σ（各専攻医が「シーリング対象外の都道府県」及び「当該都道府県の医師少数区域」で研修を実施している期間

（※）地域貢献率＝
Σ（各専攻医における専門研修プログラムの総研修期間）

（４）連携プログラムの内訳の設定
連携プログラムは、令和７年度募集のシーリング数と同様の内容及び比率（設定数）とする。
（イ）連携プログラム（都道府県限定分以外）
（ロ）連携プログラム（都道府県限定分）
（ハ）特別地域連携プログラム

※３．の時点で、直近の過去3年間平均採用数を超えた場合は、連携プログラムは設置されない。
※令和８年度においては、特別地域連携プログラムを連携プログラム（都道府県限定分を含む）へ振替えることを許容。

留意事項
＜シーリング数が全国採用数の一定割合に満たない場合の配慮＞
・算出されたシーリング数が、当該診療科の過去３年間の全国専攻医採用数の平均の1.7%に満たない場合、前回
シーリング数を超えない範囲で通常プログラムを追加することを可能とする。

＜シーリング対象外とする医師＞ ※変更なし
・①又は②の医師のうち、専攻医期間に医師少数区域又は医師少数スポットで専門研修を行う予定の者。
① 都道府県と卒業後一定期間、当該都道府県内で医師として就業する契約を締結した者（修学資金の貸与の有無を問わない）
② 自治医科大学を卒業した医師

・既に基本領域専門医を取得済みのダブルボード取得希望者。 4



シーリングにおける各プログラムについて

5

連携先の研修期間連携先

1年6ヶ月以上足下充足率0.8以下の都道府県都道府県限定分

1年6ヶ月以上シーリング対象外の都道府県
連携プログラム
(都道府県
限定分を除く)

1年以上
足下充足率0.7以下
（小児科は0.8以下）の
都道府県の医師少数区域等

特別地域連携
プログラム

募集や採用にあたり
生じる要件はない
※基本領域毎のプログラム
整備基準において定められる
地域研修等の要件はある

募集や採用にあたり
生じる要件はない
※基本領域毎のプログラム
整備基準において定められる
地域研修等の要件はある

通常プログラム

※精神科は、他に精神保健指定医連携枠を設置することが可能。

通常募集
プログラム
（基本数）

連携
プログラム

都道府県
限定分

直近の過去３年間の
平均採用数の
一定割合に満たない分
（各プログラムの割合は、
令和７年度のものを維持）

当該診療科の
直近の過去３年間の
全国専攻医採用数の平均
×（都道府県人口/全国の総人口）

加算分

直近の過去３年間の平均採用数
の一定割合に満たない場合、
所定の要件を満たす場合に加算
（上限あり）

特別地域連携
プログラム

○ シーリングの内訳としては、基本となる「通常プログラム」のほか、採用数の激変緩和の観点から設けられた「連携プログ
ラム」がある。

○ 連携プログラムには、地域医療に資する観点から、シーリング対象外の都道府県での一定期間の研修を設けており、さら
に一部のプログラムについては連携先都道府県を足下充足率の低い地域に指定している。

○ さらに、令和５(2023)年度専攻医採用から導入された特別地域連携プログラムは、足下充足率が低い都道府県の医師少
数区域に指定している。

○ 令和８年度においては、特別地域連携プログラムを連携プログラム（都道府県限定分を含む）へ振替えることを許容。



【令和８年度募集】専門研修指導医の派遣実績の定義等
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○ 専門研修指導医の派遣実績とするのは、以下の（１）と（２）のいずれも満たす場合とし、実績を収集した。

（イ）専門研修施設（基幹施設または連携施設）又はその認定を受けよ
うとする医療機関への派遣であること

（ロ）シーリング対象外の都道府県への派遣であること

（イ）原則、各基本領域の専門研修プログラム整備基準に定める専門研修
指導医の要件を満たす医師であること

（ロ）派遣元と派遣先の連携・調整により派遣された医師であること

（ハ）専攻医の指導を行うこと等を通じて、専門研修の充実に資する勤務
形態であること

具体例
・ 派遣元から、出向等の形式で異動した上で、所定の期間が経過した後
に派遣元に戻る予定の医師

・ その他、派遣元から専攻医を受け入れて指導を行っているなど、専門
研修環境の向上に資する医師

・ いわゆる医局からの派遣も実績の対象としてよい
留意事項
・ 双方の合意形成の元で派遣されている医師に限ること。調整の事実が
ないことが疑われる場合は改めて確認する場合がある。

具体例
・ 常勤/非常勤の勤務形態や、派遣期間によらず、専攻医の指導に当た
ることが想定される場合

・ 週当たり勤務日数が週５日未満の場合や月単位の勤務（例：週３日の
非常勤勤務を６か月間行う場合など）であっても、専攻医の指導を担当
しうる場合

留意事項
・ 週あたり派遣日数については、概ね半日（午前または午後）以上の勤
務を１日とカウントする。

・ 派遣期間については、概ね半月以上を１か月とカウントする。
・ 常勤医とは、派遣先で週32時間以上勤務する医師を指す。

留意事項
・ 報告時点で研修施設となっていないものの、指導医が派遣される
ことにより、研修施設の要件を満たし、研修施設としての学会の認
定を受けようとしている場合も、研修施設への派遣実績に含める。

具体例
・ 連携プログラム等の連携先要件を満たす地域への派遣

留意事項
・ 指導医と専攻医が共に派遣先（連携先）で勤務することが望ましい
が、指導医単独での派遣も実績に含めることができる。

・ 派遣先については、派遣元の研修プログラムの連携施設のみなら
ず、他のプログラムの基幹施設や連携施設も実績に含めることが
できる。

（１）医師や派遣先における勤務形態 （２）派遣先



【令和８年度募集】専門研修指導医の派遣実績の枠数への換算
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○ 専門研修指導医の派遣実績とするのは、以下の（１）と（２）のいずれも満たす場合とし、実績を収集した。

（１）全派遣実績については、１人年に対し、0.5枠に換算する。
（２）より高い評価を行うこととした「指導医派遣のニーズがより高い地域への派遣」に該当する地域は、「足下充足率0.7

以下の都道府県」とし、この地域への派遣実績は、１人年に対し、さらに0.5枠分の換算を可能とする。

（全派遣実績(人年)）× 0.5枠
＋（足下充足率0.7以下の都道府県への派遣実績(人年)）×0.5枠

１．指導医派遣実績の加算枠数への換算方法

加算数の上限は、通常プログラム基本数の15％分とし、この上限の範囲内で、上記１．の換算枠数の加算を可能とする。

２．加算数について

令和８年度の換算後枠数及び加算数を別紙に示す。

３．令和８年度の加算数



専門研修指導医の派遣実績及び加算数
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④③②①

加算数

実績の加算
数への換算
（②×0.5
＋④
×0.5）

③による派
遣実績

（人・年）

派遣医師人数（人）
のうち、派遣先が足
下充足率0.7以下へ
の派遣（人）

①の派遣
実績
（人・
年）

加算上限都道府県領域

50649415543884126550東京都内科
913321232453039京都府内科
865371261738大阪府内科
3622993和歌山県内科
6109002192406岡山県内科

1849119715518福岡県内科
360011113長崎県内科
961111222349東京都小児科
5241147625東京都皮膚科
180015521京都府皮膚科

1080131514716910東京都精神科
1300551石川県精神科
1351168731岡山県精神科
24008102福岡県精神科
1112291佐賀県精神科

121776912028540612東京都整形外科
2470093982京都府整形外科
458221141474福岡県整形外科

次項に続く



専門研修指導医の派遣実績及び加算数（続き）
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④③②①

加算数

実績の加算
数への換算
（②×0.5
＋④
×0.5）

③による派
遣実績

（人・年）

派遣医師人数
（人）のうち、派
遣先が足下充足率
0.7以下への派遣

（人）

①の派遣
実績
（人・
年）

加算上限都道府
県領域

652271021676東京都眼科
1170035501京都府眼科
3160032403大阪府眼科
4383673894東京都耳鼻咽喉科
2200572愛知県耳鼻咽喉科
1190037391京都府耳鼻咽喉科
1370073771京都府泌尿器科
41741201502282904東京都脳神経外科
699831431162046東京都放射線科
163221251441京都府放射線科
1210042421岡山県放射線科
1163329351福岡県放射線科
81201022421372908東京都麻酔科
2291756762京都府麻酔科
14678851221岡山県麻酔科
0000001沖縄県麻酔科
445101380944東京都形成外科
288118122兵庫県形成外科

236202251562東京都リハビリテー
ション科



　令和８年度より下記の２つの基幹施設において、専門研修プログラムを新設する予定。

（以下、日本専門医機構のシステムにて確認した情報を記載）

１　若草病院

領域 精神科

募集定員 ２名／年

研修年限 ３年

施設毎の研修期間

・基幹施設：１年６ヶ月

　若草病院【宮崎市】

・連携施設：１年６ヶ月

　宮崎大学医学部附属病院【宮崎市】、野崎病院【宮崎市】

ローテーションモデル

備考 今後、県内の医療機関を連携・関連施設として追加することを検討。

２　整形外科　押領司病院

領域 整形外科

募集定員 ２名／年

研修年限 ４年

施設毎の研修期間

・基幹施設：２年間

　整形外科押領司病院【小林市】

・連携施設：２年間

　総合病院回生病院（香川県）、福岡大学病院（福岡県）、大分整形外科病院（大分県）、

　天草中央総合病院（熊本県）、熊本整形外科病院（熊本県）、飯田病院【都城市】、米盛病院（鹿児島県）

ローテーションモデル

備考 今後、県内の医療機関を連携・関連施設として追加することを検討。

令和８年度新規専門研修プログラムについて 宮崎県地域医療対策協議会

令和７年８月28日

資料１－３

１年目

２年目
宮崎大学医学部附属病院

（連携施設）（６カ月）

若草病院（基幹施設）

（６ヶ月）

３年目

若草病院（基幹施設）

（12ヶ月）

野崎病院

（連携施設）（12カ月）

１年目

２年目

３年目

４年目
総合病院回生病院ほか（連携施設）

（12カ月）

福岡大学病院（連携施設）

（12ヶ月）

整形外科押領司病院（基幹施設）

（12ヶ月）

整形外科押領司病院（基幹施設）

（12ヶ月）



令和８年度 専門研修について 

 

医師法第 16 条の 10 第 4 項の規定に基づく専門研修に関する協議の対象となる

県内の「専門研修プログラム（2026 年）」は、以下のとおりである。 

 

１ 基本領域 

  19 基本領域で設置され、うち複数の基幹施設が置かれる基本領域は９領域であ

る（内科５、小児科２、精神４、外科２、整形外科４、産婦人科２、麻酔２、救急２、総合診療３）。 

 
 

２ 基幹施設 

  計 10 施設が基幹施設であり、二次医療圏別では、宮崎東諸県７、延岡西臼杵２、

西諸１となっている。（都農国保病院が基幹施設から外れ、若草病院と押領司病院

が令和８年度からプログラム新設予定であるため、全体では１施設増。） 

【宮崎東諸県】宮大・県宮・古賀・生協・野崎東・宮崎市郡・若草【延岡西臼杵】県延・吉田【西諸】押領司 

 

３ 専攻医募集予定（令和８年度） 

  計 179 人の専攻医を募集予定（本県における募集定員のシーリングなし）。 

 

※令和７年度は、計 170 人の専攻医が募集され、50 人が採用となった。 

 

 

４ 令和８年度専門研修における連携施設等数（専攻医配置関連）（診療科・二次医療圏別）※重複有    

 

基本領域 内 小 皮 精 外 整 産 眼 耳 泌 脳 放 麻 病 臨 救 形 リ 総 計
R7募集 45 10 4 15 12 10 13 4 6 6 3 5 11 2 0 9 2 3 10 170
R7採用 19 2 1 1 1 4 4 3 1 3 0 2 2 0 0 5 0 0 2 50

宮崎県地域医療対策協議会 

令和７年８月 28 日 

議題１ 
参考資料１ 



◎ 連携施設

○ 関係施設等

皮
膚

眼
科

耳
鼻

泌

尿

器

脳
外

放
射

病
理

臨
床

形
成

リ
ハ

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

3 25 8 6 5 7 3 8 10 2 3 2 10 2 6 2 2 2 10 3 4 5 6 3 5 10 1 2 1 7 2 2 2 6 2 2

二
次
医
療
圏

市
町
村

連携施設　◎
連携施設に準じる施設　○
（関連施設、特別連携施設等）

専
門
研
修

基
幹
施
設

臨
床
研
修

基
幹
型

古
賀
総
合

宮
大
附
属

県
立
宮
崎

宮
崎
市
郡

県
立
延
岡

宮
大
附
属

県
立
宮
崎

宮
大
附
属

宮
大
附
属

県
立
宮
崎

吉
田
病
院

若
草

宮
大
附
属

県
立
宮
崎

宮
大
附
属

野
崎
東

県
立
宮
崎

押
領
司

宮
大
附
属

県
立
延
岡

宮
大
附
属

宮
大
附
属

宮
大
附
属

宮
大
附
属

宮
大
附
属

宮
大
附
属

県
立
宮
崎

宮
大
附
属

宮
大
附
属

宮
大
附
属

県
立
宮
崎

宮
大
附
属

宮
大
附
属

県
立
延
岡

県
立
宮
崎

宮
崎
生
協

1 おがわクリニック ◎ 1

2 黒木病院 ◎ 1

3 県立延岡病院 基 基 ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ 16

4 延岡リハビリテーション病院 ◎ 1

5 吉田病院 基 ◎ ◎ 2

6 共立病院 ○ 1 ★

7 医療法人隆誠会 延岡保養園 ◎ ◎ 2

8 延岡市医師会病院 ○ 1 ★

9 縁・在宅クリニック ◎ 1

日之影町 10 日之影町国民健康保険病院 ○ 1 ★

五ヶ瀬町 11 五ヶ瀬町国民健康保険病院 ○ 1 ★

12 国見ヶ丘病院 ◎ 1

13 高千穂町国民健康保険病院 ○ ○ ◎ ○ ○ ◎ ○ ○ ◎ ◎ 10

○チェック 6 2 2 2 2 3 2 2 1 1 2 1 1 1 2 1 2 1 39

1 1 2 1 2 3 2 1 2 1 1 2 1 1 1 1 1 2 1 27

5 1 2 1 1 1 1 12

6 2 2 2 2 2 3 2 1 2 1 1 2 1 1 1 2 2 1 2 1 39

14 協和病院 ◎ ◎ 2

15 鮫島病院 ◎ ◎ ◎ 3

16 千代田病院 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 7

17 和田病院 ○ ◎ 2 ★

18 田中病院 ◎ ◎ 2

19 宮崎県済生会日向病院 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 5

諸塚村 20 国民健康保険 諸塚診療所 ○ ○ 2 ★

椎葉村 21 椎葉村国民健康保険病院 ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ◎ 7

22 美郷町国民健康保険西郷病院 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ 9

23 美郷町国民健康保険南郷診療所 ○ ○ 2 ★

1 2 1 1 3 3 1 2 2 1 1 1 1 2 2 1 25

1 5 4 2 2 2 16

2 7 4 1 3 3 3 1 2 2 1 1 1 1 2 2 2 2 1 41

24 いしかわ内科 ◎ 1

25 井上病院 ◎ ◎ ◎ 3

26 おおつか生協クリニック ○ ◎ ◎ 3

27 金丸脳神経外科病院 ◎ 1

28 県精神保健福祉センター ◎ 1

29 県立こども療育センター ◎ ◎ ○ 3

30 県立宮崎病院 基 基 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 16

31 古賀総合病院 基 基 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎ ◎ 11

32 国立病院機構 宮崎東病院 ◎ ○ ◎ ◎ ◎ 5

33 潤和会記念病院 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 8

34 高宮病院 ◎ ◎ 2

35 地域医療機能推進機構 宮崎江南病院 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ○ 8

36 ARTレディースクリニックやまうち（旧とえだウイメンズクリニック） ◎ ◎ 2

37 南部病院 ◎ 1

38 野崎病院 ◎ ◎ ◎ 3

39 野崎東病院 基 ◎ ◎ ○ 3

40 さがら病院宮崎（旧ブレストピア宮崎病院） ◎ ◎ 2

41 平和台病院 ◎ 1

42 宮崎市郡医師会病院 基 基 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 10

43 宮崎市立田野病院 ○ ◎ ○ 3

44 宮崎生協病院 基 基 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 6

45 宮崎善仁会病院 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 10

46 宮崎大学医学部附属病院 基 基 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 13

47 宮崎中央眼科病院 ◎ 1

48 宮崎若久病院 ◎ ◎ 2

49 若草病院 ◎ ◎ 2

50 古賀駅前クリニック ○ 1 ★

51 和知川原生協クリニック ○ ◎ 2

52 このはな生協クリニック ◎ 1

53 宮崎市総合発達支援センター ○ 1 ★

2 9 1 5 1 1 2 7 8 1 2 9 3 7 3 5 5 2 2 3 2 3 4 1 4 3 2 1 1 4 2 7 112

3 1 2 1 1 2 4 14

5 10 1 5 3 1 2 7 8 1 2 9 3 7 3 5 5 2 2 3 3 3 5 1 6 3 2 1 5 4 2 7 126

西都市 54 地方独立行政法人西都児湯医療センター ○ ◎ 2

西米良村 55 国民健康保険西米良診療所 ○ ○ ○ ◎ 4

56 国立病院機構 宮崎病院 ○ ◎ ○ ◎ 4

57 川南病院 ◎ 1

高鍋町 58 海老原総合病院 ○ ◎ 2

都農町 59 都農町国民健康保険病院 ○ ○ ○ ◎ ◎ 5

1 1 1 1 3 1 8

1 4 1 1 1 1 1 10

1 4 1 2 2 1 1 1 1 3 1 18

60 県立日南病院 基 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎ ◎ ◎ 19

61 谷口病院 ◎ ◎ ◎ 3

62 日南市立中部病院 ◎ 1

63 愛生会日南病院 ○ ○ 2 ★

64 なんごう病院 ◎ 1

65 串間市民病院 ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎ 9

66 県南病院 ◎ ◎ 2

1 2 1 1 1 2 2 1 2 2 3 1 1 1 1 2 1 1 1 1 28

1 1 1 1 1 1 1 1 1 9

1 3 2 1 2 1 1 2 2 1 2 2 3 1 1 1 1 2 1 1 1 1 1 1 1 1 37

67 国立病院機構 都城医療センター ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ 11

68 大悟病院 ◎ ◎ 2

69 橘病院 ◎ 1

70 永田病院 ◎ ◎ 2

71 藤元病院 ◎ 1

72 藤元上町病院 ○ 1 ★

73 藤元総合病院 基 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ 6

74 都城新生病院 ◎ ◎ 2

75 都城市郡医師会病院 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ 14

76 宮田眼科 ◎ 1

77 都城健康サービスセンター ○ 1 ★

78 宮永病院 ○ 1 ★

79 メディカルシティ東部病院 ○ 1 ★

80 さかいクリニック ◎ 1

81 飯田病院 ◎ 1

三股町 82 ホームクリニックみまた ◎ 1

2 1 2 1 3 4 2 1 4 1 1 1 1 1 1 1 2 1 1 1 2 2 36

2 1 1 1 1 1 3 1 11

4 2 2 2 1 3 4 2 1 4 1 1 1 1 1 1 1 3 2 3 1 1 2 1 2 47

83 池田病院 ◎ 1

84 内村病院 ◎ ◎ 2

85 小林市立病院 ○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 10

86 池井病院 ○ 1 ★

87 桑原記念病院 ○ 1 ★

88 えびの市立病院 ○ ○ ◎ 3

89 京町共立病院 ○ 1 ★

高原町 90 国民健康保険高原病院 ○ ○ 2 ★

1 1 1 1 2 1 1 1 1 1 11
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5 3 1 1 1 1 1 1 2 1 1 1 1 1 21
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キャリア形成プログラム

募集定員

令和８年度 専門研修プログラム一覧（連携施設・関連施設等－県内）
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内
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小
児

外
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宮崎県地域医療対策協議会

令和７年８月28日

議題１

参考資料２



◎ 連携施設

○ 関係施設等

皮
膚

眼
科

耳
鼻

泌

尿

器

脳
外

放
射

病
理

臨
床

形
成

リ
ハ

二
次
医
療
圏

市
町
村

連携医療施設名

古
賀
総
合

宮
大
附
属

県
立
宮
崎

宮
崎
市
郡

県
立
延
岡

宮
大
附
属

県
立
宮
崎

宮
大
附
属

宮
大
附
属

県
立
宮
崎

吉
田
病
院

若
草

宮
大
附
属

県
立
宮
崎

宮
大
附
属

野
崎
東

県
立
宮
崎

押
領
司

宮
大
附
属

県
立
延
岡

宮
大
附
属

宮
大
附
属

宮
大
附
属

宮
大
附
属

宮
大
附
属

宮
大
附
属

県
立
宮
崎

宮
大
附
属

宮
大
附
属

宮
大
附
属

県
立
宮
崎

宮
大
附
属

宮
大
附
属

県
立
延
岡

県
立
宮
崎

宮
崎
生
協

北海道 1 JCHO登別病院 ○ 1

北海道 2 手稲渓仁会病院 ◎ 1

埼玉県 3 防衛医科大学校病院 ◎ 1

埼玉県 4 かたぎりクリニック ◎ 1

千葉県 5 地域医療機能推進機構 船橋中央病院 ◎ 1

千葉県 6 国際医療福祉大成田病院 ○ 1

千葉県 7 総合病院国保旭中央病院 ◎ 1

東京都 8 東京慈恵会医科大学附属病院 ○ 1

東京都 9 順天堂大学医学部附属 順天堂医院 ◎ 1

東京都 10 国立病院機構　災害医療センター ◎ 1

東京都 11 公益財団法人　がん研究会有明病院 ◎ 1

東京都 12 東京女子医科大学 ◎ 1

東京都 13 虎の門病院 ◎ 1

東京都 14 武蔵野赤十字病院 ◎ 1

東京都 15 NTT東日本関東病院 ◎ 1

東京都 16 東京医科大学八王子医療センター ◎ 1

東京都 17 関東中央病院 ◎ 1

東京都 18 東京都立荏原病院 ◎ 1

東京都 19 杏林大学医学部付属病院　 ◎ 1

神奈川県 20 湘南藤沢徳洲会病院　 ◎ 1

神奈川県 21 横浜栄共済病院 ◎ 1

愛知県 22 名古屋記念病院 ◎ 1

京都府 23 京都府立医科大学 ○ ○ 2

京都府 24 京都市立病院 ○ ○ 2

京都府 25 京都第一赤十字病院 ◎ 1

京都府 26 洛和会音羽病院 ◎ 1

大阪府 27 大阪市立総合医療センター ◎ 1

大阪府 28 国立研究開発法人国立循環器病研究センター ◎ ◎ 2

大阪府 29 大阪公立大学医学部附属病院 ◎ ◎ 2

大阪府 30 市立東大阪医療センター ◎ 1

大阪府 31 泉大津急性期メディカルセンター ◎ 1

三重県 32 三重大学附属病院 ◎ 1

和歌山県 33 和歌山県立医科大附属病院 ◎ 1

兵庫県 34 神戸大学附属病院 ◎ 1

岡山県 35 倉敷中央病院 ◎ 1

広島県 36 広島赤十字・原爆病院 ○ 1

山口県 37 山口赤十字病院 ○ 1

山口県 38 下関市立市民病院 ○ 1

香川県 39 香川県立中央病院 ◎ 1

香川県 40 回生病院 ◎ 1

高知県 41 近森病院 ◎ 1

福岡県 42 新行橋病院 ◎ 1

福岡県 43 九州医療センター ◎ ○ ◎ ◎ 4

福岡県 44 九州がんセンター ◎ ○ ◎ 3

福岡県 45 市立こども病院 ○ ◎ 2

福岡県 46 福岡市民病院 ◎ ○ 2

福岡県 47 福岡赤十字病院 ◎ ○ ○ 3

福岡県 48 浜の町病院 ◎ ○ 2

福岡県 49 千早病院 ○ 1

福岡県 50 九州中央病院 ○ 1

福岡県 51 福岡整形外科病院 ○ 1

福岡県 52 豊栄会病院 ○ 1

福岡県 53 溝口外科整形外科病院 ○ 1

福岡県 54 佐田厚生会佐田病院 ○ 1

福岡県 55 原三信病院 ◎ ○ 2

福岡県 56 福岡みらい病院 ○ 1

福岡県 57 九州大学病院 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ 10

福岡県 58 福岡東医療センター ○ ◎ 2

福岡県 59 粕屋新光園 ○ 1

福岡県 60 諸岡整形外科病院 ○ 1

福岡県 61 古賀病院21 ○ 1

福岡県 62 麻生飯塚病院 ◎ ◎ ○ ◎ ◎ 5

福岡県 63 田川市立病院 ○ 1

福岡県 64 明治記念病院 ○ 1

福岡県 65 総合せき損センター ○ 1

福岡県 66 小倉医療センター ○ 1

福岡県 67 九州労災病院 ○ 1

福岡県 68 JCHO九州病院 ◎ ○ ◎ ◎ 4

福岡県 69 北九州市立総合療育センター ○ 1

福岡県 70 北九州市立医療センター ◎ ○ ◎ 3

福岡県 71 済生会八幡総合病院 ○ 1

福岡県 72 JR九州病院 ○ 1

福岡県 73 製鉄記念八幡病院 ○ 1

福岡県 74 正和中央病院 ○ 1

福岡県 75 小倉記念病院 ○ 1

福岡県 76 久留米大学医療センター ◎ 1

福岡県 77 久留米大学病院 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 5

福岡県 78 産業医科大学病院 ◎ ◎ ◎ 3

福岡県 79 聖マリア病院 ◎ 1

福岡県 80 大牟田市立病院 ◎ 1

福岡県 81 筑後市立病院 ○ 1

福岡県 82 福岡総合病院 ◎ 1

福岡県 83 福岡大学筑紫病院 ◎ ◎ 2

福岡県 84 福岡大学病院 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 5

福岡県 85 北九州総合病院 ◎ 1

福岡県 86 新小倉病院 ◎ 1

福岡県 87 頴田病院 ◎ 1

福岡県 88 白十字病院 ◎ 1

佐賀県 89 佐賀県医療センター好生館 ○ 1

佐賀県 90 佐賀整肢学園こども発達医療センター ○ 1

佐賀県 91 唐津赤十字病院 ○ ◎ 2

佐賀県 92 佐賀大学医学部附属病院 ◎ 1

長崎県 93 長崎大学病院 ◎ 1

長崎県 94 佐世保共済病院 ○ 1

熊本県 95 球磨郡公立多良木病院 ◎ 1

熊本県 96 熊本大学医学部附属病院 ◎ ◎ ◎ ○ 4

熊本県 97 済生会熊本病院 ◎ ◎ 2

熊本県 98 人吉医療センター ◎ 1

熊本県 99 熊本赤十字病院 ◎ 1

熊本県 100 熊本整形外科病院 ◎ 1

熊本県 101 天草中央総合病院 ◎ 1

大分県 102 大分大学医学部附属病院 ○ 1

大分県 103 九州大学病院別府病院 ◎ ○ 2

大分県 104 別府医療センター ○ 1

大分県 105 大分赤十字病院 ○ 1

大分県 106 大分整形外科病院 ◎ 1

鹿児島県 107 鹿児島大学病院 ◎ 1

鹿児島県 108 鹿児島市立病院 ◎ ◎ 2

鹿児島県 109 奄美中央病院 ◎ 1

鹿児島県 110 鹿児島生協病院 0

鹿児島県 111 国分生協病院 0

鹿児島県 112 米盛病院 ◎ 1

沖縄県 113 琉球大学医学部附属病院 ○ ◎ 2

沖縄県 114 沖縄県立南部医療センター ◎ 1

沖縄県 115 沖縄県立中部病院 ◎ ◎ 2

沖縄県 116 浦添総合病院 ◎ 1

沖縄県 117 友愛医療センター ◎ 1

沖縄県 118 ちゅうざん病院 ◎ 1

沖縄県 119 ハートライフ病院 ◎ 1

　　　　　　　　　総計 1 2 16 29 1 2 2 2 1 4 0 0 1 1 1 0 44 6 5 0 4 4 3 2 0 26 0 2 0 0 0 8 1 2 0 1 171
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